
町政執行方針

済
不
況
に
代
表
さ
れ
る
様
々

な
社
会
不
安
が
続
く
中
、
私
た

ち
は
今
こ
そ
「
人
材
の
育
成
」
が
よ

り
重
要
な
課
題
で
あ
る
と
と
ら
え
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

こ
れ
か
ら
の
教
育
に
お
い
て
、
教

え
ら
れ
た
り
与
え
ら
れ
た
り
す
る
こ

と
を
待
っ
て
い
る
よ
う
な
受
身
的
な

態
度
で
は
、
現
状
の
打
開
は
難
し
い

も
の
と
考
え
ま
す
。
自
ら
考
え
、
主

体
的
に
行
動
し
、
創
意
工
夫
を
も
っ

て
積
極
的
に
課
題
解
決
に
立
ち
向
か

う
人
材
の
育
成
が
強
く
求
め
ら
れ
て

い
ま
す
。
こ
の
た
く
ま
し
く
「
生
き

る
力
」
を
私
た
ち
大
人
も
含
め
て
、

培
っ
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

教
育
委
員
会
と
し
て
は
「
教
育
振

興
基
本
計
画
」
を
基
と
し
て
、
学
校

が
国
経
済
は
、
依
然
と
し
て
厳

し
い
状
況
が
続
い
て
お
り
、
先

行
き
に
つ
い
て
も
デ
フ
レ
の
進
展
、

雇
用
環
境
の
悪
化
、
円
高
、
財
政
悪

化
に
伴
う
長
期
金
利
の
上
昇
な
ど
、

懸
念
材
料
が
多
く
存
在
し
て
い
ま

す
。

　

新
政
権
の「
人
間
の
た
め
の
経
済
」

「
人
の
い
の
ち
を
大
切
に
し
国
民
の

生
活
を
守
る
こ
と
が
政
治
の
責
任
」

の
方
針
の
も
と
、
本
年
度
の
政
府
予

算
案
は
「
子
育
て
」「
雇
用
」「
環
境
」

「
科
学
・
技
術
」
に
重
点
を
置
き
、

平
成　

年
度
第
２
次
補
正
予
算
と
一

２１

体
と
し
て
切
れ
目
な
く
執
行
す
る
こ

と
で
、
景
気
の
着
実
な
回
復
に
つ
な

が
る
よ
う
、
一
般
会
計
総
額
は
過
去

最
大
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

し
か
し
、
そ
の
財
源
は
、
国
税
収

入
の
大
幅
減
が
予
測
さ
れ
る
こ
と
か

ら
、
歳
入
総
額
の　

％
を
国
債
発
行

４８

に
委
ね
る
と
と
も
に
、
財
政
投
融
資

特
別
会
計
や
外
国
為
替
資
金
特
別
会

計
か
ら
の
繰
入
れ
な
ど
に
よ
り
確
保

さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
た
め
、
政
府

は
「
財
政
運
営
戦
略
」
を
策
定
し
、

財
政
健
全
化
へ
の
道
筋
を
示
す
こ
と

と
し
て
お
り
、
今
後
に
お
い
て
は
、

地
方
も
含
め
た
財
政
健
全
化
に
向
け

て
、
大
き
な
課
題
が
課
せ
ら
れ
て
く

る
も
の
と
予
測
さ
れ
ま
す
。

　

地
方
財
政
政
策
で
は
「
地
域
主
権

改
革
」
の
第
一
歩
と
し
て
、
地
方
の

一
般
財
源
の
充
実
・
強
化
を
図
る
こ

と
と
あ
わ
せ
て
、
地
域
の
課
題
に
適

切
に
応
え
ら
れ
る
よ
う
「
地
域
活
性

化
・
雇
用
等
臨
時
特
例
費
｣
が
創
設

さ
れ
る
な
ど
、
臨
時
財
政
対
策
債
を

含
め
た
実
質
的
な
地
方
交
付
税
は
大

幅
増
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
地
方
交

付
税
の
原
資
と
な
る
国
税
収
入
が
大

幅
に
減
少
す
る
中
で
の
措
置
で
あ
る

と
と
も
に
、
地
方
税
収
も
減
少
で
推

移
し
て
お
り
、
地
方
財
政
の
本
質
は

厳
し
さ
が
増
し
て
い
る
実
態
に
あ
り

ま
す
。

　

当
町
も
厳
し
い
経
済
状
況
の
影
響

を
受
け
、
町
税
収
入
の
減
収
が
見
込

ま
れ
ま
す
が
、
地
域
経
済
や
雇
用
回

復
に
つ
な
が
る
よ
う
、
建
設
事
業
の

前
倒
し
実
施
を
は
じ
め
、
緊
急
的
な

雇
用
対
策
や
福
祉
施
策
の
充
実
に
努

め
て
い
き
ま
す
。

　

し
か
し
、
当
町
の
財
政
は
、
国
の

財
政
対
策
に
大
き
な
影
響
を
受
け
る

構
造
に
あ
る
た
め
、
今
後
の
財
政
健

全
化
の
動
向
を
見
据
え
、
将
来
に
禍

根
を
残
さ
な
い
よ
う
、
引
き
続
き
収

支
均
衡
の
と
れ
た
健
全
な
財
政
運
営

を
旨
と
し
、
町
政
を
取
り
進
め
て
い

き
ま
す
。

　

ま
た
「
第
５
次
総
合
計
画
」「
自
治

基
本
条
例
」
の
精
神
で
あ
る
「
協
働
」

を
共
有
の
キ
ー
ワ
ー
ド
と
し
た
「
ま

ち
づ
く
り
」
に
向
け
て
、
様
々
な
主

体
の
能
力
が
倍
増
し
て
発
揮
さ
れ
る

よ
う
、
町
が
果
た
す
べ
き
役
割
に
全

力
を
傾
け
、
実
効
が
現
れ
る
よ
う
取

り
組
ん
で
い
き
ま
す
の
で
、
皆
さ
ん

の
ご
支
援
と
ご
協
力
を
お
願
い
申
し

上
げ
ま
す
。

町政執行方針

向山富夫町長

北川雅一教育長

わ

経

広報かみふらの ２０１０.４   �

教
育
と
社
会
教
育
両
面
か
ら
の
計
画

と
実
践
、
そ
の
検
証
か
ら
改
善
へ
と

向
か
う
サ
イ
ク
ル
を
よ
り
強
化
し
、

次
代
を
切
り
ひ
ら
く
『
人
づ
く
り
』

に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

　
「
教
育
基
本
法
の
改
正
」
に
伴
い
、

学
校
教
育
で
は
新
し
い
学
習
指
導
要

領
が
告
示
さ
れ
、
小
学
校
が
平
成　
２３

年
度
、
中
学
校
は
平
成　

年
度
か
ら

２４

の
完
全
実
施
に
向
け
て
、
今
年
度
も

継
続
し
て
取
り
組
み
、
円
滑
な
移
行

を
行
っ
て
い
き
ま
す
。

　

社
会
教
育
で
は
「
家
庭
や
地
域
の

教
育
力
の
向
上
」
を
図
る
と
と
も
に

「
生
き
が
い
の
あ
る
生
活
と
社
会
参

画
を
め
ざ
す
地
域
づ
く
り
」
を
推
進

し
、
い
き
い
き
と
し
た
生
涯
学
習
の

実
現
を
め
ざ
し
て
い
き
ま
す
。

　

こ
の
理
念
を
も
と
に
、
町
民
の
皆

さ
ん
の
ご
理
解
と
ご
支
援
を
い
た
だ

き
な
が
ら
「
活
力
あ
る
人
づ
く
り
・

ま
ち
づ
く
り
」
に
向
け
て
、
な
お
一

層
の
努
力
を
す
す
め
て
い
き
ま
す
。

教
育
行
政

執
行
方
針

教
育
行
政

執
行
方
針



�事業の詳細は、別冊「平成２２年度版知ってお
　きたい  ことしのしごと」に掲載しています。

対比対比比較比較平成２１年度平成２１年度平成２２年度平成２２年度会会　計計 名　名

△ ５.８％△３億８,１００万円６６億１,１００万円６２億３,０００万円一　般　会　計

１.１％１,４２７万円１３億４,８４８万円１３億６,２７４万円国民健康保険
　
　
　

特
別
会
計

保
険
料
や
使
用
料
な
ど
の

収
入
で
行
う
事
業　
　
　

△４５.９％△ ５５５万円１,２１１万円６５６万円老人保健

６.６％５９７万円９,０８４万円９,６８１万円後期高齢者医療

△５３.８％△４億２,２０５万円７億８,４０２万円３億６,１９７万円公共下水道事業

５.５％２８９万円５,２６４万円５,５５３万円簡易水道事業

２.０％１,５３２万円７億５,２２７万円７億６,７５９万円介護保険

０.６％１６７万円２億８,５５０万円２億８,７１７万円ラベンダーハイツ事業

△１１.７％△３億８,７４９万円３３億２,５８５万円２９億３,８３６万円特別会計合計

４.１％３,７１０万円８億９,５５８万円９億３,２６８万円病院事業企
業
会
計

独
立
採
算
制
を
原

則
と
す
る
事
業　

△３７.６％△１億５,９０４万円４億２,３１１万円２億６,４０８万円水道事業

△９.２％△１億２,１９３万円１３億１,８６９万円１１億９,６７６万円企業会計合計

△７.９％△８億９,０４２万円１１２億５,５５４万円１０３億６,５１２万円総　合　計

� 各会計別予算 �
千円単位を四捨五入しています

�  広報かみふらの ２０１０.４

１０３億６,５１２万円
一般会計＋特別会計＋企業会計

『まちのお金の使いみち』が３月定例町議
会で審議され、決定しました。

�
歳
入
の
特
徴

�
歳
出
の
特
徴

　

国
の
方
針
で
地
方
交
付
税
が
増
額

さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
実
質
的
な
地

方
交
付
税（
臨
時
財
政
対
策
債
の
発
行

額
を
含
む
）約
1
億
9
千
万
円
の
増
を

見
込
ん
で
い
ま
す
。
一
方
、
自
主
財

源
で
あ
る
町
税
は
、
前
年
度
よ
り
約

1
千　

万
円
の
減
と
な
る
な
ど
年
々

500

　

財
政
調
整
の
た
め
の
基
金
に
依
存

す
る
こ
と
な
く
収
支
均
衡
を
図
り
、

ま
た
将
来
の
財
政
負
担
の
軽
減
対
策

と
し
て
、
町
営
住
宅
建
設
事
業
の
地

方
債
発
行
の
抑
制（
抑
制
額
5
千　

万
20

円
）を
図
り
ま
し
た
。

　

一
方
、
経
済
情
勢
、
雇
用
情
勢
が
極

め
て
厳
し
い
状
況
に
あ
る
た
め
、
公

共
事
業
等
の
投
資
的
事
業
に
つ
い
て

は
、
一
般
財
源
ベ
ー
ス
で
前
年
度
比

8
・
5
%
程
度
の
増
を
図
る
と
と
も
に

「
地
域
経
済
・
雇
用
の
活
性
化
」「
福

祉
施
策
の
充
実
」「
住
民
活
動
の
活
性

化
」「
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
推
進
」
な
ど

を
重
点
と
し
た
予
算
配
分
に
努
め
ま

し
た
。

　

予
算
額
は
、
前
年
対
比
5
・
8
％

（
3
億
8
千　

万
円
）の
減
と
な
り
ま

100

し
た
が
、
こ
れ
は
畜
舎
増
設
な
ど
施

設
整
備
を
行
う
国
の「
畜
産
担
い
手
育

成
総
合
整
備
事
業
」の
完
了
や
補
償
金

免
除
の
繰
り
上
げ
償
還
の
完
了
が
主

な
要
因
で
あ
り
、
そ
れ
ら
を
除
く
と

実
質
的
に
は
前
年
対
比
1
・
8
％（
1

億　

万
円
）の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

900 一
般
会
計

特
別
会
計

企
業
会
計

▼
病
院
事
業

　

企
業
債
償
還
金
や
施
設
設
備
の
整

備
事
業
な
ど
で
減
少
と
な
っ
て
い
る

も
の
の
、
老
人
保
健
施
設
事
業
収
益

や
退
職
手
当
組
合
負
担
金
の
清
算
年

▼
国
民
健
康
保
険

　

医
療
費
の
自
然
増
を
見
込
ん
で
い

ま
す
が
、
保
険
税
収
入
の
減
少
が
予

測
さ
れ
る
た
め
、
基
金
の
ほ
ぼ
全
額

を
取
り
崩
す
こ
と
で
収
支
バ
ラ
ン
ス

を
図
っ
て
い
ま
す
。

▼
老
人
保
健

　

清
算
事
務
の
最
終
年
度
で
、
本
年

度
で
会
計
自
体
が
廃
止
に
な
り
ま
す
。

▼
後
期
高
齢
者
医
療

　

被
保
険
者
数
の
増
加
と
保
険
料
の

増
額
改
定
で
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

平成２２年度

まちの予算まちの予算

▼
公
共
下
水
道
事
業

　

補
償
金
免
除
の
繰
り
上
げ
償
還
の

終
了
で
大
幅
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

▼
簡
易
水
道
事
業

　

里
仁
地
区
浄
水
場
ろ
過
装
置
整
備

に
伴
う
借
入
金
の
元
金
償
還
が
始
ま

る
た
め
、
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

▼
介
護
保
険

　

高
齢
化
の
進
展
と
要
介
護
者
の
重

度
化
に
よ
り
介
護
給
付
費
の
増
加
を

見
込
ん
で
い
ま
す
。

▼
ラ
ベ
ン
ダ
ー
ハ
イ
ツ
事
業

　

大
型
洗
濯
機
や
介
護
ベ
ッ
ド
な
ど

設
備
の
更
新
に
着
手
し
ま
す
。

▼
水
道
事
業

　

改
修
工
事
に
係
る
設
計
委
託
費
の

増
が
見
込
ま
れ
る
も
の
の
、
補
償
金

免
除
の
繰
り
上
げ
償
還
の
終
了
に
よ

り
大
幅
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

度
に
な
る
こ
と
で
、
増
と
な
っ
て
い

ま
す
。

減
少
傾
向
が
続
い
て
い
ま
す
。

�



歳入総額　６２億３,０００万円

広報かみふらの ２０１０.４   �

自
主
財
源

�
町
が
自
ら
収
入
で

　

き
る
お
金

２４.７％
　

依
存
財
源

　
　
�
国
や
北
海
道
か
ら
交
付
さ
れ
た
り
割
り
当
て
ら
れ
る
お
金

７５.３％

自主財源　１５億３,７３６万円
依存財源　４６億９,２６４万円

地方交付税　２８億１,４００万円（４５.２％）
　　　　　　　　�使いみちを限定されないお金で、国
　　　　　　　　　から国税の一定割合が交付されます。

町税　９億５,１９１万円（１５.３％）

使用料及び手数料　  １億３,３３６万円（２.１％）

分担金及び負担金              ６,９５８万円（１.１％）
繰入金　　　　　　  １億１,０２５万円（１.８％）

諸収入　　　　　　  ２億２,９２８万円（３.７％）

繰越金　                          ３,０００万円（０.５％）
財産収入･寄付金　           １,２９８万円（０.２％）

（　）は予算構成比

国庫支出金　７億  ６４１万円（１１.３％）
　　　　　　　　�特定の事業に充てるため国から交付され
　　　　　　　　　る補助金や負担金

町　債　　　５億  ８６０万円（８.２％）
　　　　　　　　�土木工事など多額の経費を必要とすると
　　　　　　　　　き国や金融機関から借り入れるお金

その他の交付金　２億４,４８２万円（３.９％）

道支出金　　２億８,０１１万円（４.５％）
　　　　　　　　�特定の事業に充てるため北海道から交付
　　　　　　　　　される補助金や負担金

地方譲与税　１億３,８７０万円（２..２％）
　　　　　　　　�国税として徴収したものを一定の基準で
　　　　　　　　　国から町へ譲与されるお金

（前年比較 △ ５.８％） 平成２２年度

一
般
会
計
予
算

一
般
会
計
予
算

�町税
　　町民の皆さんが納めている税金
�諸収入
　　貸付金の元利収入や雑入など
�使用料及び手数料
　　公共施設の使用料やごみ処理手
　　数料など
�繰入金
　　基金（貯金）から取り崩した分な
　　ど【内訳は下表】
�分担金及び負担金
　　保育料や土地改良事業の受益者
　　負担金など

基 金
�町の貯金 �

金　額区　分

５億８,１２０万円財政調整基金【突発的な災害や緊急時に備えた
り年度間のお金の不均衡を調整するもの】

２億  ６９６万円減債基金【借金の返済の増加に備えるもの】

４億６,４７２万円公共施設整備基金特
定
目
的
基
金

【
特
定
の
目
的
の
た
め
に
積
み
立
て
る
も
の
】

１億４,６３１万円農業振興基金

２,３３８万円十勝岳地区振興基金

７,３７５万円国内外交流推進基金

１億８,３０６万円国営土地改良事業負担基金

１,０７９万円児童生徒教育振興基金

２億２,４１７万円地域福祉基金

１,０８９万円ラベンダーの里ふるさと応援基金

１９億２,５２３万円合　　計

平成２２年度末予定

基金の使いみち取り崩し額区　分

農地・水・環境保全向上
対策、興農地区道営経営
体育成基盤整備、東中幹
線地区道営かんがい排水

４７０万円農業振興基金

特
定
目
的
基
金

吹上保養センター設備改
修(ヒートポンプ・ＬＥ
Ｄ化)

７,０００万円十勝岳地区振興基金

友好都市提携２５周年記念
事業・青少年派遣事業１,２４０万円国内外交流推進基金

しろがね土地改良事業負
担分２,０００万円国営土地改良事業負担

基金

児童生徒表彰、子ほめ事
業(発明工夫展表彰)１４万円児童生徒教育振興基金

母子保健事業（妊婦健康
診査等）300万円地域福祉基金

１億１,０２４万
円合　　計

基金（貯金）の取り崩しの内訳

予算額（前年比較） 税　目

４億５,８１０万円（ △１,７３０万円）町　民　税

３億９,４３８万円（        ５７万円）固定資産税

７,３３０万円（        ９０万円）た ば こ 税

８７０万円（            １０円）入　湯　税

１,７４３万円（        ３９万円）軽自動車税

９億５,１９１万円（△１,５３４万円）合　計

町税の内訳



町 債
�町の借金 �

歳出総額　６２億３,０００万円

�  広報かみふらの ２０１０.４

問合せ　総務課企画財政班　��６９８０
ホームページ

http://www.town.kamifurano.hokkaido.jp

うち給与費
１億５,８２８万円

うち給与費
４億１,８４９万円

うち給与費
９,１１４万円

うち給与費
１億    ３２万円

うち給与費
１億２,７０９万円

うち給与費
１億  ６０７万円

うち給与費
１,８９４万円

うち給与費
２,７１８万円

給与費合計　１０億４,７５１万円（前年比較４.３％増）
�上記の予算額には、給与費が含まれています。

土木費 １０億１,３１０万円（１６.３％）土木費　　１０億１,３１０万円（１６.３％）
　　　　　　　�道路、河川、公園、公営住宅など

予算額事業内容

１００万円駐屯地現状規模維持特別活動事業

４５０万円新卒未就職者就業支援事業

１２１万円任意予防接種費用負担軽減事業

１８２万円女性特有のがん検診推進事業

１６０万円障害福祉サービス事業所支援事業

４１万円ファミリーサポートセンター事業

３４６万円放課後子どもプラン事業(事業拡大)

５０万円上富良野高校振興対策事業(資質向上研
修等充実)

４４万円地区公園等住民会管理移行推進事業

６０８万円新エネルギービジョン策定事業

５８８万円役場庁舎耐震診断

７１３万円カムローズ市友好提携２５周年記念事業

３６０万円街路灯整備事業

 主な「政策調整枠」事業
　　　　　�町長の政策判断により予算化した事業

金　額区　分

７９億３,０６６万円一 般 会 計

６億２,９１８万円簡易水道事業

特
別
会
計

２８億５,８５９万円公共下水道事業

５,８６２万円ラベンダーハイツ事業

２,６３５万円病院事業企
業
会
計 ６億７,１９０万円水道事業

１２１億７,５３０万円合　　計

平成２２年度末予定

（　）は予算構成比

防衛省関係補助金等
【一般会計分】
総額３億６,３３６万円

　町に自衛隊駐屯地や演習場があることにより交
付されています。歳入の国庫支出金に含まれてい
ます。

�調整交付金事業
　　道路側溝整備（富原地区・北１８号）　　９００万円
　　町道改良舗装（本町４丁目１番通り）

３,７５０万円
　　教育用コンピュータ整備（西小学校）

８００万円
　　島津公園整備(大型遊具新設)　　    ３,１５０万円
　　緊急通報システム更新　　　　         ３８０万円

�民生安定施設整備事業
　　北１９号道路改良舗装                       ３,２０３万円

�障害防止事業
　　北２４号排水路支線整備　　　         　 ８,２４８万円
　　東１線排水路整備　　　　       　   ６,２４３万円

�上富良野演習場障害防止事業
　　南部地区土砂流出対策　　              ９,３６２万円

�防音事業関連維持費
　　騒音防止対策事業関連維持費（保育所･小学
　　校･中学校）　　　　　　　　　  　     ３００万円

公債費 １０億公債費　　１０億   ６５５万円（１６.２％）６５５万円（１６.２％）
　　　　　　　�町が借りたお金の返済など

民生費 １１億２,１９１万円（１８.０％）民生費　　１１億２,１９１万円（１８.０％）
　　　　　　　�高齢者、障がい者、子育て支援など

農林業費 ３億６,８４３万円（５.９％）　３億６,８４３万円（５.９％）
　　　　　　　�農林業振興、農業委員会活動など

衛生費 ７億９,１９７万円（１２.７％）　　７億９,１９７万円（１２.７％）
　　　　　　　�ごみ処理、上水道、健康管理など

商工費　　２億９,９８９万円（４.８％）
　　　　　　　�商工業、観光、企業誘致など

議会費　　       ７,９７８万円（１.３％）
　　　　　　　�議会運営、議会だより発行など

予備費　　       ２,０００万円（０.３％）

諸支出金　　      ９４１万円（０.２％）
　　　　　　　�教員･職員住宅建設に伴う返還金など

労働費　　       １,４４３万円（０.２％）
　　　　　　　�労働者育成など

教育費　　４億２,８３０万円（６.９％）
　　　　　　　�学校、スポーツ、文化振興など

総務費 １０億７,６２４万円（１７.３％）総務費　　１０億７,６２４万円（１７.３％）
　　　　　　　�全般的な行政経費、交通安全など

（前年比較 △ ５.８％）




